
○ 地域の実情や患者のニーズに応じて、資源の効果的かつ効率的な配置を促し、高度急性期、急性期、回復期、慢性期、
在宅医療・介護に至るまで一連のサービスが切れ目なく、過不足なく提供される体制を確保することを目的として、
平成２８年３月に「青森県地域医療構想」を策定。

○ 県内６構想区域ごとに設置した地域医療構想調整会議での医療機関相互の協議や、地域医療介護総合確保基金による
支援等により、地域医療構想の実現に向けた病床の機能分化・連携の取組を進めている。

○ 医療審議会には、毎年度、取組状況を報告し、御意見を伺っている。

１．概要

青森県地域医療構想について
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資料４

令和３年３月２４日
医療審議会

２．令和２年度の取組状況

令和３年２月に書面開催し、医療提供体制の現状や各病院の取組状況等について情報共有・意見交換を実施。

（１）地域医療構想調整会議の開催

（２）地域医療介護総合確保基金による支援

＜主な議題＞
① 令和元年度病床機能報告の結果について・・・３～６頁

※ 医療機関から報告された病床の医療機能の現状・今後の方向性と将来の必要病床数との比較。

② 病院プロフィールシートについて
※ 各病院から報告された機能・役割、今後の方向性について共有。

③ 病床数適正化推進事業費補助金（病床削減支援給付金）について・・・７、８頁
※ 令和２年度の国新規事業。地域医療構想の実現のため、病床数の適正化に必要な病床数の削減を行う場合、削減病床に
応じた給付金を交付する。交付に当たっては、地域医療構想調整会議及び医療審議会において意見聴取を行うこととされ
ている。（調整会議では、当該事業計画について了承済。）

④ 地域医療構想に関する国の動きとその対応について・・・９頁
※ 新型コロナウイルス感染症対応を踏まえた今後の医療提供体制の構築に向け、国の検討会で示された考え方について、
県の対応案を提示。（調整会議での意見無し。）

① 地域医療構想に基づき、回復期病床への転換や病床を削減し用途変更を行う医療機関に対し、整備費を補助。
② 津軽圏域における新中核病院整備への支援を実施。

・・・（資料５－２）参照



○ 令和7年(2025年)には団塊の世代がすべて75歳以上に
○ 高齢化の進展による疾病構造の変化や重度の要介護者
等の増加により、医療・介護ニーズが増大

背 景

○ 急激な環境変化に対応し、医療や介護が必要になっ
ても、できる限り住み慣れた地域で安心して生活を続
けられるよう、その地域にふさわしいバランスの取れ
た医療・介護サービスの提供体制の構築が必要

地域医療構想の目的

○ 地域の実情や患者のニー
ズに応じて、資源の効果的か
つ効率的な配置を促し、高度
急性期、急性期、回復期、慢
性期、在宅医療・介護に至る
まで一連のサービスが切れ目
なく、過不足なく提供される
体制を確保する。

（参考）青森県地域医療構想の概要

２

必要病床数の推計

○ 令和7年（2025年）の必要病床数は、
急性期が過剰となる一方、回復期が
不足することが見込まれ、全体で
3,486床少ない推計となっている。

（単位：床）

高度急性期 1,616 1,163 1,157 △ 459

急性期 8,098 3,879 4,070 △ 4,028

回復期 1,438 3,876 4,238 2,800

慢性期 3,074 2,362 △ 712

在宅医療等

無回答等 1,087 △ 1,087

15,313 13,853 11,827 △ 3,486
※慢性期病床数＋在宅医療等の医療需要を病床数に換算した数

4,935

H26
病床機能報告

①

H25
必要病床数

H37
必要病床数

②

　②－①

※

地域医療構想を実現するための施策

Ⅰ 病床の機能分化・連携
の推進

Ⅱ 効率的かつ質の高い地域
医療サービスの確保

病床の機能分化・連携

在宅医療等の充実

休床中の病床への対応

医療機能の充実・高度化

医療従事者の確保・養成

在宅医療と介護の連携促進

へき地等医療の充実

自治体病院等の機能再編成の推進

地域医療介護総合確保基金の活用

＜施策を円滑に進めるための取組＞

両輪

＜６構想区域＞

（注）令和7年に向けて、病床の機能分化・連携を
図るとともに、在宅医療等（居宅のほか、特別養
護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、
介護老人保健施設等を含む）の提供体制が整備さ
れることを前提とした必要病床数の推計



○ 県全体の病床数は１４，２７６床で、平成２６年から１，０３７床の減。
○ 医療機能別では、高度急性期、急性期、慢性期が減となり、回復期が増となっている。

令和元年度病床機能報告の結果

病床機能報告と必要病床数の比較

3

県全体

（資料４－１）

令和３年３月２４日
医療審議会
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津軽地域 八戸地域
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青森地域 西北五地域
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上十三地域 下北地域



青森県病床数適正化推進事業費補助金（病床削減支援給付金）について【令和２年度国新規事業】
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１．国の病床機能再編支援補助金の概要
【目的】 地域医療構想の実現を図る観点から、医療機関の自主的な病床削減や再編統合による病床廃止に対し財政支援を行う

ことにより、地域医療構想の実現に向けた取組を一層推進させる
【支援内容】 病床稼働率及び削減病床数に応じた給付金を支給
【支給の要件】 地域医療構想を実現するために必要な病床削減・再編統合であるという地域医療構想調整会議の議論の内容

及び都道府県医療審議会の意見を踏まえ、都道府県が必要と認めたもの
【事業開始】 令和２年度～（※令和３年度からは、地域医療介護総合確保基金事業（国10/10）として実施）
【財源】 全額国庫

病床機能再編支援補助金 支給対象 支給額の算定対象

①病床削減支援給付金 高度急性期・急性期・慢性期の稼働病床を１割以上削減した
病院・有床診療所

削減した病床数

②医療機関統合支援給付金 高度急性期・急性期・慢性期の病床削減を伴う統合計画に合意した病院 削減した病床数

③病院の債務整理に必要な借入資金
に対する支援給付金

②の統合計画に合意し、統合によって廃止となる病院の未返済の債務を
返済するために、新たな融資を受けた承継病院

融資に対する利子総額

２．事業計画（病床削減支援給付金）概要

1 津軽 沢田内科医院 19 44.5% 11 8 9,120
急性期機能を有する病床の
減（△８床）

令和２年
４月

2 津軽
医療法人恩幸会
工藤医院

19 82.1% 8 11 6 10,488
慢性期機能を有する病床の
減（△５床）

令和３年
３月

3 津軽 山形内科クリニック 15 4 16.3% 6 9 4 10,260
急性期機能を有する病床の
減（△９床）

令和２年
１２月

4 津軽 たかはし内科胃腸科小児科 19 1.6% 11 8 9,120
急性期機能を有する病床の
減（△８床）

令和３年
３月

5 八戸 松橋眼科クリニック 10 7.4% 8 2 2,280
急性期機能を有する病床の
減（△２床）

令和２年
９月

6 青森
佐藤クリニック内科循環器
科（旧佐藤病院）

36 70.2% 19 17 33,744
慢性期機能を有する病床の
減（△１７床）

令和３年
２月

６医療機関 63 55 4 36 27 27 28 4 6 75,012 （△４９床）
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（資料４－２）

令和３年３月２４日
医療審議会
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（参考）．病床削減支援給付金の概要
地域医療構想の実現のため、病院又は診療所であって療養病床又は一般病床を有するものが、病床数の適正化に

必要な病床数の削減を行う場合、削減病床に応じた給付金を支給する。



地域医療構想に関する国の動きと県の対応について

今般の新型コロナウイルス感染症対応を踏まえ、国の「医療計画の見直し等に関する検討会」（R2.12.15）において、

「新型コロナウイルス感染症対応を踏まえた今後の医療提供体制の構築に向けた考え方」が取りまとめられた。

今後、国の通知等を踏まえ、改めて地域医療構想の進め方を検討していくことになるが、現時点で次のように対応して
いきたい。

（１）地域医療構想と感染拡大時の取組との関係
感染拡大時の短期的な医療需要には機動的に対応することを前提に、地域医療構想については、

将来の必要病床数の推計等の基本的な枠組みは維持しつつ、着実に取組を進めていく。

（２）地域医療構想の実現に向けた今後の取組
公立・公的医療機関等において、具体的対応方針の再検証等を踏まえ、着実に議論・取組を実施

するとともに、民間医療機関についても、改めて対応方針の策定を進め、地域医療構想調整会議の
議論を活性化。

（３）地域医療構想の実現に向けた今後の工程
新型コロナウイルス感染症対応の状況に配慮しつつ、都道府県とも協議を行い、この冬の

感染状況を見ながら、改めて具体的な工程の設定について検討する。

１ 国報告書の要旨

２．本県の対応（今後の進め方）

国の動向を注視しながら、また、新型コロナウイルス感染症などの新興感染症等の感染拡大した
際の医療提供体制への影響にも留意しつつ、引き続き、地域医療構想の実現に向け、調整会議で議論を
進めていくこととする。
具体的対応方針の再検証については、対象病院から示された方針を今回共有。今後示される工程を

踏まえ、必要に応じ見直し協議をしていく。

（令和２年度青森県地域医療構想調整会議 資料３抜粋）
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（資料４－３）

令和３年３月２４日
医療審議会


